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【一般会計】 

《主な事業》 

（単位：千円） 

事業名 
平成２１年度 

予算要求額 Ａ 

平成２０年度 

予算額   Ｂ 

増  減 

Ａ－Ｂ

ワーク･ライフ･バラン

ス推進事業 

 

放課後児童健全育成 

事業 

 

多様な保育サービスの

拡充 

 

母子健康診査 

 

３２,５６６

１，９６９，１６６

 

１，３７９，４８８

５１３，２７４

0

１，２０９，５１９

１，３０２，０４５

４０８，８５３

３２，５６６

７５９，６４７

７７，４４３

１０４，４２１

 
 

【母子寡婦福祉資金特別会計】 

 

平成２１年度要求総額       ５３３，６１６千円 

（平成２０年度予算額       ５３６，０００千円） 

  前年度比   ▲０．４％ 

 

《主な事業》 

（単位：千円） 

事業名 
平成２１年度 

予算要求額 Ａ 

平成２０年度 

予算額   Ｂ 

増  減 

Ａ－Ｂ

母子福祉資金貸付金 ４９０，６７７ ４９０，０００ ６７７

１ 平成２１年度子ども家庭局予算要求総括表 

 平成２１年度要求総額    ４１，１２４，７７２千円 

（平成２０年度予算額    ３９，９３０，７０３千円） 

  前年度比  ＋３．０％ 
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２ 平成２１年度子ども家庭局経営方針  

 

  「子どもの成長と子育てを地域で支え合うまち」「男女が共に持てる力を十分に発揮で

きるまち」の実現に向けて、これまで以上に、市民、団体、企業等との連携・協力を推

進します。市民力、地域力の有効活用、経営の効率化に留意しながら、市民ニーズを的

確に反映させた事業展開を図り、市民の誰もが実感できる「子育て日本一のまち」を目

指します。 

 

（１）仕事と子育ての両立支援 

   “働き方の見直し”に対する啓発や支援を行うとともに、保育サービス、放課後児

童クラブの充実を図るなど、男女が共に子育てや介護など家庭を大切にしながら、安

心して働き続けることのできる社会環境づくりに取り組みます。 

 

（２）母子が健康に生活できる環境づくり 

   妊婦健診の拡充や食育の推進など、妊娠・出産から乳幼児期に亘って子どもを安心

して生み育てることができる環境づくりに取り組みます。 

 

（３）子育ての不安や悩みを軽減し、子どもの健やかな成長を支える 

環境づくり 
    

親子ふれあいルームの整備など、子育てに対する不安・悩みの軽減や、子どもたち

が心身ともに健やかに育つことができる環境づくりに取り組みます。 

 

（４）特別な支援を要する子育て家庭への対応 

   ひとり親家庭に対する就業支援や、児童虐待の発生予防・早期発見につながる   

しくみづくりなど、様々な問題を抱える子どもやその家族に対して適切な支援を行い

ます。 

 

（５）市民等との協働による子育て支援の推進 

   市民、ＮＰＯ、民間企業等と連携・協力するなど、市民力、地域力を幅広く活用し、

地域が一体となって子育て支援に取り組む北九州ならではの施策を推進します。 
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３ 重点的に取り組みを行う主なもの 

 

（１）人を育てる～子育て・教育日本一を実感できる環境づくり    
 

〈仕事と子育ての両立支援〉 
 

Ⅳ－３・拡充 ワーク・ライフ・バランス推進事業     ３２，５６６千円 
※拡充分 ３２，５６６千円 

   
☞ 多様な働き方や生き方が選択でき、活力ある豊かな社会を実現するため、市民・
企業・行政が協働してワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取り組みを展開  

する。また市民や企業における現状や課題を把握するための実態調査を行うととも

に、ホームページ開設やキャンペーン事業など広報・啓発活動に取り組んでいく。 

   

Ⅰ－１・拡充 多様な保育サービスの拡充     １，３７９，４８８千円 
※拡充分 １３３，６２３千円 

   
☞ 保護者の多様な保育ニーズに応えるため、保育所での特別保育を充実するととも

に、食物アレルギーを有する児童に対してきめ細かな給食の提供を行う。 

 

Ⅰ－１・拡充 家庭保育員制度             ７２，５６５千円 
※拡充分 ３４，２６３千円 

   
☞ 産休明けからの多様な保育サービスを提供するため、生後４３日から預かる家庭
保育員の実施箇所数を増やすとともに、受入児童の対象年齢を原則「概ね１歳まで」

から「２歳未満」に拡大する。 

 

Ⅰ－１・新規（仮称）保育所巡回カウンセラー       ３，５８６千円 

  ☞ 虐待が疑われる子どもやその保護者に対する保育所の保育指導や家庭保育力の強
化を図るため、定期的に保育所の巡回指導などを行う巡回カウンセラーを設置する。 

 

Ⅰ－１・新規 保育所等耐震診断            ５３，２６１千円 

  ☞ 安全・安心な保育を実現するため、昭和５６年以前の基準で建てられた保育所等

の安全確保に必要な耐震診断を行う。 
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Ⅰ－１・拡充 保育所環境整備事業           ２５，８７５千円 
※拡充分 ２５，８７５千円 

   
☞ 公立保育所での熱中症等の未然防止及び光化学スモッグ対策の観点から、冷房機

未設置の保育室全てにエアコンを設置する。 

 

Ⅰ－１・新規（仮称）ひとり親家庭の父母のための合同企業面談会   
６，８７３千円 

   

☞ 就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援するため、ひとり親家庭へ

の理解を示す複数の企業への就職の機会を提供する。 

 

Ⅰ－１・拡充 放課後児童健全育成事業      １，９６９，１６６千円 
※拡充分１，５２８，３２３千円 

  
 ☞ 放課後児童の健全育成の充実を図るため、放課後児童クラブの対象を希望する全
ての児童に拡大する、いわゆる全児童化のための施設整備に取り組むとともに、  

７０人を超えるクラブの分割（複数化）、障害児受入れ加算の拡充、障害児受入れ  

クラブに対する巡回カウンセラーの派遣等を行う。 

 

Ⅰ－１・新規 児童館耐震診断             ２７，１７２千円 

  ☞ 安全・安心な児童の健全育成を実現するため、児童館の安全確保に必要な耐震  

診断を行う。 

 

 

〈母子が健康に生活できる環境づくり〉 
 

Ⅰ－１・拡充 母子健康診査             ５１３，２７４千円 
※拡充分１１１，４７２千円 

   
☞ 妊娠・出産における経済的負担を軽減するため、妊婦健診における公費助成の  

拡充を図る。 

 

Ⅰ－１・継続 のびのび赤ちゃん訪問事業        ４９，３６３千円 

  ☞ 国の掲げる生後４か月までの全乳児訪問の趣旨を踏まえて、従来訪問の対象と 

していなかった者も訪問し、地域で見守る体制づくりを進めるなど、妊産婦の育児

や子どもの健やかな成長を支援する。 

 



5 

Ⅰ－１・新規 マタニティマーク等普及推進事業     ５，４１０千円 

  ☞ より安全で快適な妊娠・出産環境を整えることにより、妊娠・出産に満足し、   

その後の子育てが楽しいと感じられるような環境づくりを目指して、マタニティ 

マークの周知や、母子保健事業の普及啓発を図る。 

 

Ⅰ－１・継続 乳幼児医療費支給制度       ２，２９１，３２２千円 

  ☞ 子育てに関する経済的負担を軽減するため、小学校就学前までの乳幼児に係る 

医療費の自己負担額を助成する。なお、県の当該制度の改正等に伴う本市の取扱い

については、現在、慎重に検討を行っている。 

 

Ⅰ－１・新規 食を通じた乳幼児等の健康づくり事業    ５，８０６千円 

  ☞ 生活習慣病の予防には、妊娠・乳幼児期からの食育が重要であることを踏まえ、
乳幼児の食生活の実態調査や母子に対する栄養相談などを行う。 

 

 

〈子育ての不安や悩みを軽減し、子どもの健やかな成長を支える環境づくり〉 
 

Ⅰ－１・新規（仮称）子育て支援情報インターネット・テレビ・ニュース発信事業 
１，３６５千円 

 
☞ より市民に分かりやすく、かつきめ細やかな情報提供を行うため、子育て支援に

関する情報について、新たなツールとしてインターネットを活用したテレビニュー

スを発信する。 

 

Ⅰ－１・新規（仮称）子どもの館リニューアルオープン記念ウィーク事業   
５，０００千円  

  ☞ 平成２１年度に予定している子どもの館のリニューアルオープンにあたって、 

来館者参加型の魅力あるオープニングイベントを実施する。 

 

Ⅰ－１・継続 赤ちゃんの駅設置事業           ２，７７５千円 

  ☞ 官民が協力して、乳幼児を持つ保護者が外出した際、授乳やオムツ替えができる

施設を「赤ちゃんの駅」として登録し、子育て中の親が安心して生活できる環境  

づくりを行う。 
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Ⅰ－１・拡充 親子ふれあいルーム整備事業       ６１，３３７千円 
※拡充分 ５６，９８２千円 

   
☞ 乳幼児を持つ保護者の子育てへの不安を軽減するため、親子が気軽につどい、  

交流、情報交換、育児相談ができるスペースを区、地域レベルで整備する。 

 

Ⅰ－１・拡充 放課後児童健全育成事業（再掲）  １，９６９，１６６千円 
※拡充分１，５２８，３２３千円 

   
☞ 放課後児童の健全育成の充実を図るため、放課後児童クラブの対象を希望する 
全ての児童に拡大する、いわゆる全児童化のための施設整備に取り組むとともに、  

７０人を超えるクラブの分割（複数化）、障害児受入れ加算の拡充、障害児受入れ  

クラブに対する巡回カウンセラーの派遣等を行う。 

 

Ⅰ－３・新規 若者のための応援環境づくり推進事業    ５，９７６千円 
   
☞ 若者が抱える様々な悩みや不安の軽減等を図るため、若者にとって有益な情報を

発信するホームページの整備など、若者を応援する環境づくりを行う。 

 

Ⅰ－１・新規 児童文化科学館の再生活用事業       ９，６８１千円 

  ☞ 老朽化が進んだ児童文化科学館の今後のあり方を検討するとともに、再整備計画

を作成する。 

 

Ⅰ－１・継続 青少年施設トイレ改修事業        ４１，３１０千円 

  ☞ 利用者の利便性・快適性の向上を目的として、少年自然の家等のトイレの改修を

行う。 

 

 

〈特別な支援を要する子育て家庭への対応〉 
 

Ⅰ－１・新規 （仮称）保育所巡回カウンセラー（再掲）  ３，５８６千円 

  ☞ 虐待が疑われる子どもや保護者に対する保育所の保育指導や家庭保育力の強化を
図るため、定期的に保育所の巡回指導などを行う巡回カウンセラーを設置する。 
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Ⅰ－１・拡充 放課後児童健全育成事業（再掲）  １，９６９，１６６千円 
※拡充分１，５２８，３２３千円 

   
☞ 放課後児童の健全育成の充実を図るため、放課後児童クラブの対象を希望する 
全ての児童に拡大する、いわゆる全児童化のための施設整備に取り組むとともに、

７０人を超えるクラブの分割（複数化）、障害児受入れ加算の拡充、障害児受入れ  

クラブに対する巡回カウンセラーの派遣等を行う。 

 

Ⅰ－１・新規（仮称）ひとり親家庭の父母のための合同企業面談会（再掲）   
６，８７３千円 

   
☞ 就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援するため、ひとり親家庭へ 

の理解を示す複数の企業への就職の機会を提供する。 

 

Ⅰ－１・継続 母子家庭等医療費支給制度     １，９４４，５８１千円 

  ☞ 母子家庭等に関する経済的負担を軽減するため、医療費の自己負担額を助成する。

なお、県の当該制度の改正に伴う本市の取扱いについては、現在、慎重に検討を  

行っている。 

 

Ⅰ－３・新規（仮称）ひきこもり少年支援センター事業   ９，６８４千円  

  ☞ 少年のひきこもり問題の早期発見・早期対応のため、ひきこもりの状態にある  

本人や家族からの相談等の支援を行う「（仮称）ひきこもり少年支援センター」を  

設置する。 

 

Ⅰ－１・新規 子どものからだと心を守る地域ネットワーク機能強化事業     
５，９３６千円 

   
☞ 児童虐待の予防、早期発見を図るため、児童虐待防止の地域ネットワークの要と

なる市職員の専門性を強化し、地域ネットワークとの連携を強化する。 

 
 

〈市民等との協働による子育て支援の推進〉 

 

Ⅰ－１・新規 北九州市後期次世代育成行動計画策定事業   
１６，２０１千円 

   
☞ 本市の今後の子育て支援の基本的方向を示す次世代育成行動計画の後期計画に 

ついて、より実効性あるものとするため、市民ニーズを踏まえつつ、有識者等の  

ご意見をいただきながら策定を行う。 
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Ⅳ－３・拡充 ワーク・ライフ・バランス推進事業（再掲） 
 ３２，５６６千円 

※拡充分 ３２，５６６千円 
   
☞ 多様な働き方や生き方が選択でき、活力ある豊かな社会を実現するため、市民・
企業・行政が協働してワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取り組みを展開  

する。また市民や企業における現状や課題を把握するための実態調査を行うととも

に、ホームページ開設やキャンペーン事業など広報・啓発活動に取り組んでいく。 

 

Ⅰ－１・継続 赤ちゃんの駅設置事業（再掲）       ２，７７５千円 

  ☞ 官民が協力して、乳幼児を持つ保護者が外出した際、授乳やオムツ替えができる

施設を「赤ちゃんの駅」として登録し、子育て中の親が安心して生活できる環境  

づくりを行う。 

 

Ⅰ－１・拡充 家庭保育員制度（再掲）         ７２，５６５千円 
                     ※拡充分 ３４，２６３千円 
   
☞ 産休明けからの多様な保育サービスを提供するため、生後４３日から預かる家庭
保育員の実施箇所数を増やすとともに、受入児童の対象年齢を原則「概ね１歳まで」

から「２歳未満」に拡大する。 

 

Ⅰ－１・新規（仮称）ひとり親家庭の父母のための合同企業面談会（再掲） 
 ６，８７３千円 

   
☞ 就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援するため、ひとり親家庭へ

の理解を示す複数の企業との面談の場を提供する。 

 

Ⅰ－１・新規 子どものからだと心を守る地域ネットワーク機能強化事業 
  （再掲） 
５，９３６千円 

   
☞ 児童虐待の予防、早期発見を図るため、児童虐待防止の地域ネットワークの要と

なる市職員の専門性を強化し、地域ネットワークとの連携を強化する。 

 

４ 事務事業の見直し等 

（１）公立保育所の民営化 

   保育所運営の効率化と保育環境の充実を図るため、公立保育所１か所の民営化を 

実施する。 


